
（平成２１年６月１７日） 部等名 総 務 部

件 「山梨県防災新館整備等事業実施方針」の策定及び公表について

名

○ 「県庁舎耐震化等整備基本計画」策定(H21.3)

〈整備概要〉

１ 防災新館の整備

経 ・耐震基準を満たしていない県民会館等５庁舎を防災新館として集約建替。

地上１１階、地下２階、延床面積約２８，５００㎡を想定。

・災害対策本部、県警本部、教育委員会を配置。

・１階にやまなし情報広場（仮称）を整備し、活気やにぎわいを創出する場

とする。

２ 別館、議事堂の整備

・耐震性能の確保、バリアフリー化、創建時の意匠の保存に配慮した補修、

修復等を行う。

緯 ３ 県庁舎敷地の活用

・門扉等を極力取り除き、緑地帯の活用によるオープン化等を行う。

〈整備手法〉

防災新館の設計、建設、維持管理・運営業務は、ＰＦＩ事業として実施。

○ 防災新館の整備をＰＦＩ事業で行うため、ＰＦＩ法（民間資金等の活用によ

る公共施設等の整備等の促進に関する法律）第５条に基づき、事業の概要、民

内 間事業者の選定方法等を内容とする実施方針を策定し、公表する。

○ 「山梨県防災新館整備等事業実施方針」の内容

・別添のとおり

○ 実施方針の公表日及び公表方法

容 ・平成２１年６月１７日（水）

・記者発表及び県ホームページに登載

・６月２３日（火）に企業に対する説明会を開催

〈問い合わせ先〉

総務部管財課庁舎整備担当（内線２２６９・２２７０）
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山梨県防災新館整備等事業の実施方針概要

《実施方針の公表とは》
○ ＰＦＩ法（民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法
律）第５条で義務づけられている手続き。

○ ＰＦＩ事業を行う場合は 「事業概要 「民間事業者の募集、選定の方法」、 」
等８事項を実施方針として公表しなければならない。

○ 民間事業者に対して事業の情報を事前に提供し、入札に向けて準備をして
もらうとともに、民間から意見を吸い上げ、最終的な募集内容に活かすこと
を目的。

１ 事業の概要

（１） 防災新館の内容
〈施設の種類〉

山梨県庁舎 防災新館
〈規模等〉

○ 建設位置は、県民情報プラザ等跡地。
○ 地上１１階、地下２階、延床面積２８，５００㎡を想定。
○ 災害対策本部、警察本部、教育委員会を集中配置。
○ 防災新館１階を地場産品や観光資源等のやまなしブランドを広く情報発
信していく場として整備。

○ 地下１、２階に駐車場を整備。

（２） ＰＦＩ事業の範囲
① 防災新館の設計・建設業務
② 防災新館の維持管理業務（建築物保守管理・施設清掃・植栽管理等）
③ 防災新館の運営業務（警備・駐車場運営等）

（３） 事業方式
民間事業者が防災新館を整備した後、県に所有権を移転し、事業期間中

において維持管理・運営業務を行うＢＴＯ方式とする。

（４） 事業期間
平成２２年１０月から平成４０年３月までの１７年６ヶ月
（設計・建設３年間＋維持管理・運営１４年６ヶ月間）

（５） 支払い方法
県は、施設整備費のうち一部（施設整備費から国庫補助額を除いた額の

５０％程度及び国庫補助額）を所有権移転時に事業者に一括して支払い、
残額を事業期間中に分割払いとする。

（６） 事業実施スケジュール
平成２２年１０月 事業着手
平成２５年 ８月 施設の所有権移転
平成２５年１０月 施設の供用開始
平成４０年 ３月 事業終了
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２ 民間事業者の募集及び選定方法

（１） 選定方法
「総合評価一般競争入札」を採用。

（２） 応募者の参加資格
① 設計企業

H9.4.1以降、 ㎡以上の事務所等の新築工事等の設計実績（主た10,000
る企業） 等

② 建設企業
・ 総合評定値

建築一式 １，２００（８５０）点以上
電気 １，１００（８００）点以上
管 １，１００（７４０）点以上

※（ ）内は、主たる建設企業以外の者
・ H9.4.1以降、 ㎡以上の事務所等の新築工事等の工事実績（主た10,000

る企業） 等
③ 工事監理企業

H9.4.1以降 ㎡以上の事務所等の新築工事等の工事監理実績 主、 （10,000
たる企業） 等

（３） 提案の審査方法
〈選定基準〉

「山梨県ＰＦＩ事業審査委員会」で定め、入札説明書と併せて公表する。
〈審査項目〉

① 事業実施体制・安定性に関する事項
② 防災新館整備業務に関する事項
③ 防災新館維持管理業務に関する事項
④ 防災新館運営業務に関する事項（防災新館１階の県産品ＰＲ・販売施設
及びオープンカフェの運営を含む ）。

⑤ 地元経済への配慮に関する事項
⑥ 提案価格に関する事項

（４） 選定・契約のスケジュール
〈平成２１年度〉

６月 実施方針公表
８月 特定事業の選定・公表

～ＰＦＩの事業範囲、算定したＶＦＭ等の公表
１０月 県議会に債務負担行為議案提案
１０月 事業者の募集開始

～入札説明書、要求水準書等の公表
１月 参加表明・資格確認
３月 事業提案書の締切

〈平成２２年度〉
７月 落札者の選定
８月 仮契約締結

１０月 県議会に契約議案提案
１０月 本契約締結
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